
再
任
用
制
度
が
発
足
し
た
２

０
０
２
（
平
成
１
４
）
年
度
と

比
べ
る
と
再
任
用
者
は
約
２
２

倍
に
な
っ
て
お
り
、
２
０
１
７

年
度
で
は
定
年
退
職
者
の
約
６

５
％
が
再
任
用
と
な
っ
て
い
ま

す
。
フ
ル
タ
イ
ム
が
原
則
と
閣

議
決
定
さ
れ
て
い
る
に
も
関
わ

ら
ず
、
再
任
用
者
の
内
約
６
８

％
が
短
時
間
勤
務
と
な
っ
て
い

ま
す
。
ま
た
、
フ
ル
タ
イ
ム
で

更
新
さ
れ
て
い
る
人
数
は
、
全

省
庁
で
昨
年
度
１
，
６
１
２
名

か
ら
今
年
度
２
，
６
２
４
名
と

増
え
て
お
り
、
２
年
度
以
上
継

続
し
て
フ
ル
タ
イ
ム
を
実
施
す

る
省
庁
が
増
え
て
い
る
と
考
え

ら
れ
ま
す
。

旧
建
設
を
み
る
と
、
行
政
職

一
の
わ
ず
か
に
８
名
が
フ
ル
タ

イ
ム
採
用
と
な
っ
た
だ
け
で
、

短
時
間
勤
務
の
再
任
用
者
は
昨

年
同
様
９
８
％
を
占
め
、
相
変

わ
ら
ず
全
省
庁
の
中
で
も
ワ
ー

ス
ト
１
の
比
率
と
な
っ
て
い
ま

す
。
今
年
度
の
新
規
再
任
用
者

は
１
７
９
名
（
昨
年
度
１
７
７

名
）
、
更
新
者
は
５
１
４
名
（
昨

年
度
４
７
８
名
）
で
再
任
用
の

総
数
は
３
８
名
増
加
し
６
９
３

名
と
な
っ
て
い
ま
す
。

再
任
用
制
度
は
、
国
家
公
務

員
の
「
雇
用
と
年
金
の
接
続
」

と
「
公
務
で
培
っ
た
知
識
・
経

験
を
公
務
の
場
で
活
用
し
て
い

く
」
た
め
に
２
０
０
２
年
に
制

度
が
設
け
ら
れ
ま
し
た
。
そ
し

て
、
２
０
１
３
年
３
月
に
は
、

年
金
支
給
開
始
年
齢
ま
で
フ
ル

タ
イ
ム
を
原
則
に
再
任
用
す
る

こ
と
が
義
務
と
す
る
閣
議
決
定

が
行
わ
れ
ま
し
た
。
ユ
ニ
オ
ン

は
、
当
初
か
ら
給
与
の
格
付
け

改
善
、
フ
ル
タ
イ
ム
、
経
験
を

生
か
せ
る
業
務
に
就
か
す
よ
う

要
求
を
し
て
き
ま
し
た
。
そ
の

結
果
、
昨
年
度
か
ら
フ
ル
タ
イ

ム
が
実
現
し
、
給
与
で
は
短
時

間
勤
務
者
の
４
級
以
上
の
格
付

け
が
他
省
庁
の
２
７
％
を
上
回

り
６
２
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

２
０
１
６
年
度
以
降
行
政
職

一
の
フ
ル
タ
イ
ム
が
地
理
院
で

は
希
望
者
全
員
実
現
、
地
整
で

は
実
現
し
た
も
の
の
ほ
ん
の
一

握
り
の
採
用
で
あ
り
、
ま
た
、

管
理
職
経
験
者
で
あ
っ
て
も
、

係
長
の
空
き
ポ
ス
ト
に
配
属
し

３
級
の
格
付
け
と
さ
れ
る
な
ど

給
与
格
付
け
の
問
題
や
培
っ
た

経
験
を
生
か
せ
る
適
切
な
ポ
ス

ト
へ
の
配
属
な
ど
改
善
す
べ
き

問
題
が
残
さ
れ
て
い
ま
す
。

今
年
の
人
事
院
勧
告
の
報
告

の
中
で
「
再
任
用
は
短
時
間
勤

務
で
の
補
完
的
業
務
、
定
年
前

よ
り
下
位
の
官
職
が
多
数
。
こ

の
運
用
が
続
け
ば
公
務
能
率
の

低
下
が
危
惧
さ
れ
る
ほ
か
職
員

の
士
気
の
低
下
等
の
問
題
が
深

刻
化
す
る
お
そ
れ
」
と
現
状
を

分
析
し
て
い
ま
す
。

当
局
は
、
「
閣
議
決
定
の
趣

旨
を
各
機
関
と
共
有
し
て
い

る
。
勤
務
形
態
、
格
付
け
に
つ

い
て
は
各
機
関
の
定
員
事
情
、

退
職
者
数
な
ど
の
事
情
が
異
な

る
中
で
各
任
命
権
者
が
判
断
し

て
い
る
」
と
し
て
各
任
命
権
者

に
そ
の
責
任
を
押
し
つ
け
、
改

善
し
て
い
く
姿
勢
が
み
え
ま
せ

ん
。

昨
年
ユ
ニ
オ
ン
が
実
施
し
た

「
管
理
職
員
等
ア
ン
ケ
ー
ト
」

で
は
、「
ま
だ
考
え
て
い
な
い
。

就
労
し
な
い
」
４
１
％
の
ほ
か

「
民
間
に
再
就
職
」
は
１
４
％

に
と
ど
ま
り
、「
定
年
延
長
」「
再

任
用
」
希
望
が
４
４
％
と
な
っ

（
裏
面
に
つ
づ
く
）
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人
事
院
が
調
査
し
た
２
０
１
７
（
平
成
２
９
）
年
度
の
全
省

庁
の
再
任
用
者
数
は
、
１
２
，
６
３
４
名
（
特
別
職
８
８
２
名

を
除
く
）
と
な
り
、
昨
年
度
よ
り
約
１
，
３
０
０
名
増
え
て
い

ま
す
。

ユニオンに加入
を希望される方
下記アドレス

に「氏名・所属」
をメールくださ
い。
後ほど担当支

部から連絡させ
て頂きます。
k-union@alpha.
ocn.ne.jp

H29.8人事院調べ

行政機関名       フルタイム 　　　短時間勤務 計
新規 更新等 計 新規 更新等 計 新規 更新等 計

国土交通省 410 704 1114 334 1308 1642 744 2012 2756 60%
8 4 12 171 510 681 179 514 693 98%

会計検査院 15 14 29 3 38 41 18 52 70 59%
内閣官房・内閣法制局 0 2 2 8 20 28 8 22 30 93%
人事院 5 8 13 2 21 23 7 29 36 64%
内閣府 59 84 143 53 230 283 112 314 426 66%

0 0 0 0 0 0 0 0 0
総務省 43 35 78 68 175 243 111 210 321 76%
法務省 422 761 1183 283 647 930 705 1408 2113 44%
外務省 12 16 28 0 0 0 12 16 28 0%
財務省 618 764 1382 324 1934 2258 942 2698 3640 62%
文部科学省 1 3 4 2 15 17 3 18 21 81%
厚生労働省 149 120 269 478 1120 1598 627 1240 1867 86%
農林水産省 46 44 90 268 588 856 314 632 946 90%
経済産業省 46 24 70 31 177 208 77 201 278 75%
環境省 24 45 69 7 26 33 31 71 102 32%
防衛省 48 69 117 220 545 765 268 614 882 87%

合計 1898 2693 4591 2081 6844 8925 3979 9537 13516 66%

防衛省を除く合計 1850 2624 4474 1861 6299 8160 3711 8923 12634 68%

    平成２９年度各府省等別の再任用職員数

短時間勤務の比率

旧建設（地整・地理）

復興庁



て
お
り
、
多
く
の
人
が
民
間
へ

の
再
就
職
で
は
な
く
公
務
の
職

場
で
働
く
こ
と
を
望
ん
で
い
ま

す
。
そ
の
た
め
に
は
再
任
用
の

処
遇
改
善
が
必
要
と
な
っ
て
い

ま
す
。

今
年
度
定
退
者
か
ら
３
年
間

無
年
金
と
な
る
た
め
、
ユ
ニ
オ

ン
は
定
年
延
長
の
要
求
を
基
本

に
、
再
任
用
の
フ
ル
タ
イ
ム
採

用
と
給
与
改
善
を
目
指
し
て
い

き
ま
す
。

今
年
４
月
に
人
事
院
は
内
閣

か
ら
の
依
頼
を
受
け
、
民
間
の

退
職
金
の
実
態
調
査
と
見
解
を

報
告
し
て
い
ま
す
。
報
告
は
、

下
表
の
「
公
務
が
７
８
１
，
０

０
０
円
民
間
の
退
職
金
を
上
回

っ
て
い
る
。
退
職
給
付
水
準
の

見
直
し
（
削
減
）
を
行
う
こ
と

が
適
切
」と
す
る
内
容
で
し
た
。

公
務
の
退
職
手
当
（23,141

千
円
）
は
、
内
閣
人
事
局
が
調

査
し
た
退
職
金
を
も
と
に
計
算

さ
れ
て
い
ま
す
が
、
退
職
事
由

別
と
勤
続
年
数
別
だ
け
で
算
出

さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
給
与
の

高
い
高
位
級
も
含
ん
で
お
り
、

退
職
金
の
支
給
実
態
を
反
映
し

て
い
る
も
の
に
は
な
っ
て
い
ま

せ
ん
。

旧
建
設
で
は
地
整
で
の
課

長
、
出
張
所
長
な
ど
の
退
職
金

の
水
準
は
２
２
百
万
円
に
届
い

て
い
な
い
の
が
実
態
で
す
。

政
府
は
、
退
職
金
は
労
働
条
件

で
は
な
く
「
長
期
勤
続
報
償
と

い
う
性
格
が
基
本
的
」
（
内
閣

人
事
局
）
だ
と
し
て
、
早
期
の

引
き
下
げ
を
目
論
ん
で
い
ま

す
。し

か
し
な
が
ら
、
多
く
の
職

員
が
退
職
手
当
を
見
込
ん
で
生

活
設
計
を
行
い
「
退
職
後
の
生

活
設
計
を
支
え
る
勤
務
条
件
的

性
格
を
有
し
」
（
人
事
院
）
て

お
り
、
労
働
基
本
権
が
制
約
さ

れ
て
い
る
中
で
一
方
的
に
削
減

す
る
こ
と
は
労
働
条
件
の
不
利

益
変
更
で
す
。

た
び
た
び
退
職
金
が
削
減
さ

れ
変
動
す
る
よ
う
で
は
、
生
活

設
計
に
支
障
が
で
ま
す
。
今
後

も
反
対
に
向
け
本
省
、
人
事

院
、
内
閣
人
事
局
交
渉
を
行
っ

て
い
き
ま
す
。
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再任用の要求実現の経過
・平成１５年度（２００３年度）

希望する事務所の勤務の実現
・平成２０年度（２００８年度）

３級指導員を新設させ管理職経験者の
３級昇格実現

・平成２４年度（２０１２年度）
指導官ポストを新設させ、４日勤務の実現

・平成２５年度（２０１３年度）
再任用者の出張所勤務の実現

・平成２６年度（２０１４年度）
指導官ポストの４級発令、

・平成２８年度（２０１６年度）
管理職経験者全員がワンランクアップ
（主任指導官・指導官）で４．５級昇格実現
国土地理院でフルタイム実現

・平成２９年度（２０１７年度）
北陸・中部・近畿でフルタイム実現


